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服部朗氏学位審査請求論文審査報告  
 
 愛知学院大学教授服部朗氏は 2006 年 10 月 25 日、論文「少年司法における司法福祉の
展開」を早稲田大学大学院法学研究科に提出して、博士（法学）の学位を請求した。下記
の四名の者はこの論文を審査してきたが、2007 年 8 月 29 日、その審査を終了したので、
ここに、その結果を報告する。 
 
 一、本論文の構成と内容 
 本論文は、第Ⅰ部 少年法における「司法」と「福祉」、第Ⅱ部 「軽微な」非行への対
応、第Ⅲ部 少年法における適正手続の保障、第Ⅳ部 法改正をめぐる動き、第Ⅴ部 少
年法制の展望 の五部から構成されている。 
 本論文の内容を概観すれば、以下のとおりである。 
 
第Ⅰ部 少年法における「司法」と「福祉」  
ここでは、少年法を司法的機能と福祉法的機能という二つの機能から分析し、両者の再
統合という課題を論ずる。 
「一 はじめに」において、著者は、少年法の歴史上大きな変革期にある現在必要なこ
とは、「司法」と「福祉」との両面から少年法制と少年法の議論状況を切り開くことである、
と強調したのち、「二 司法的機能を福祉的機能」では、少年法の司法的機能と福祉的機
能の内容についての最も詳細な分析として、まず守屋克彦氏の論文を紹介する。 
しかし、著者は、守屋氏の福祉的機能の捉え方に対し、つぎの疑問を投げかける。 
第一に、「犯罪的危険性の除去」という意味における「福祉」は、国から少年への働き
かけの結果として少年の非行性の除去をはかろうとするもので、少年は「福祉」のもっぱ
ら客体として位置づけられている。 
第二に、「健全育成」の意味を少年の教化・改善と捉えれば、少年はそれを受ける客体
にすぎない。 
こうした疑問を解消すべく、著者は、少年法における教育的働きかけを、少年法におい
て固有のものとしてではなく、一般的な意味における教育とつながりをもつものとして理
解し、そうすることによって、少年法における『健全育成』が『教育を受ける権利』（憲法
26 条）に基礎付けられ、少年を「権利の主体」として捉えることが可能になろう、と指摘
する。 
次いで、著者は、糸賀一雄氏の『福祉の思想』を引用し、「『福祉』とは、子どもを発達
の主体と捉えた上で、その発達を社会との関係性のなかで実現していく共同の営みであり、
また、このことが子どもの発達を保障していく筋道である」と述べるとともに、「『犯罪的
危険性の除去』と『少年の健全育成』との違いは、少年法における教育的働きかけを、少
年法に特殊な教化改善という意味で捉えるか、それとも広い意味における教育と一貫性を
もつものとして、そこに少年の権利主体性を見出していくかの違いである」と指摘する。 
最後に、以上の総括として、著者は、「少年法における司法的機能の内容については、『適
正手続保障を中心とした人権保障機能』と『社会防衛機能』との対立、また、福祉的機能
の内容については『少年を発達の権利主体と位置づけた教育的機能』と『社会組み込みと
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しての犯罪的危険性の除去』との対立があり、これらの組み合わせによって幾通りかの少
年法の姿が描き分けられる」と述べる。 
「三 司法福祉の提起とその発展」では、「問題の規範的解決と実体的な解決・緩和」
という問題意識から少年法における「司法と福祉の連携・統合」を提唱した山口幸男氏の
「司法福祉論」を受けて、著者は、「非行問題に関していうと、『規範的解決』とは、『非行』
に対して少年にふさわしい司法的な決着をつけること、『実体的解決』とは、『少年が自ら
過去の自己と対決し、『非行を乗り越える』力を獲得することを意味する。司法的な決着と、
少年が非行をのこりえる力を獲得するための援助との統合が必要なのであり、そこに司法
福祉の意義と目的がある」と述べるとともに、「司法福祉は、法的強制力を背景とするが、
だからこそ、司法福祉の実践場面においては、少年の主体的参加という課題が浮上してく
る」、と指摘する。 
「四 少年法史からみた司法と福祉」と｢五 現行少年法施行後の動向｣では、「司法」
と「福祉」をキーワードとする少年法制の歴史的分析として、山口、兼頭、守屋の三氏の
研究成果を紹介したのち、著者は、現行少年法制定後の少年法の歩みを「中間答申（1977
年）以前」、「中間答申以降」、「法曹三者による意見交換会（1996 年）以後」の三つの時期
に分けて考察する。 
「六 司法と福祉再統合の課題」では、著者は、明治維新以後現行少年法施行直後まで
の少年犯罪対策は、「成人と同様の刑罰中心主義から、少年固有の処遇が分離し、その指導
理念が、教化改善から人権思想の上に立った教育思想へと移行していく段階であり、人権
保障の意味における『司法』と、少年を発達の主体と捉えた上での教育的働きかけの意味
における『福祉』とが、融合・統合していく過程である」として、肯定的に評価する。 
しかし、その後の 1960 年代以降の少年法改正論議から今日に至る過程において、「福祉」
の思想は再び「教化」へと後戻りしたとし、このような動きを「『司法』と『福祉』とが拮
抗しながらもその統合的実現に向けて交錯するところにある」少年法の特徴を失わせるも
のであると批判し、最後に、「いったん分断された『司法』と『福祉』を再統合するために
何が必要なのかが現在問われている」と締めくくる。 
 
第Ⅱ部 「軽微な」非行への対応  
軽微な非行への対応こそが少年法の生命線とも言うべきものである、との問題意識から 
著者は、この問題を三章に分けて考察する。 
 
第一章 ぐ犯の意義といわゆる「いきなり型」非行 
近年、「ぐ犯」を飛び越えて「いきなり型」といわれる非行が問題になっており、その
予防として刑罰強化の動きがある。しかし、著者は、こうした動きがはたして実態を正確
に捉えたものであるか、という疑問を投げかけ、最近の調査研究を検討する。 
まず、「ぐ犯」に関し、司法統計と犯罪白書を参照にしてその実態を分析したうえで、
ぐ犯少年とは、とくに年少の少年が保護環境の外にあって問題行動を繰り返し、これを放
置すれば、経験則上犯罪を犯し、また少年自身も自損性を深めるおそれの高い少年であり、
したがって、少年法を刑事特別法という狭い理解ではなく、児童福祉法と重なる領域で捉
えるべきであると主張する。 
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次いで、「いきなり型非行」に関し、家裁調査官による実証研究（2001 年）、警察庁の調 
査（2000 年）、日弁連の調査（2000 年）、法総研の調査（2001 年）の検討を通じて、著者
は、最近の重大少年犯罪は少年の規範意識の希薄化によるものではなく、刑罰強化による
規範意識の覚醒という方向では有効な対策はたたないということを示しているとする。そ
して結論として、著者は、「いきなり型」の予防は少年法の外で追及すべきであり、こうし
たシステム作りに必要かつ有効なのは少年や家族の声を受け止め、必要に応じて専門機関
と提携できるネットを築いていくことであり、それが穏やかに重層的にはられるほうが望
ましいと述べる。 
 
第二章 「軽微な」非行の取り扱い 
少年事件には行為は軽微であるが、要保護性が大きい非行もある。これをいかに発見し
その後の重大な非行を未然に防止することが重要と考えられることから、著者は、簡易送
致の問題を取り上げる。 
簡易送致の基準を解明するために実施した家裁調査官と警察の防犯少年課係官に対す
る対話形式のアンケートの結果から、著者は、多数の「軽微な」非行を取り扱っている簡
易送致制度は実際には不送致制度となっており、その原因は家裁と警察が簡易送致のあり
方について十分に協議をしていないことに問題があると指摘する。 
 
第三章 保護的措置の現状と課題 
「保護的措置」という用語は法律上の概念ではなく、「非強制性」・「非継続性」・「部分
的補完性」・「処遇的実体性」を保護的措置の内包と捉えることが適当だとしたうえで、家
裁月報に掲載された数点の研究報告（1992 年）を基に、保護的措置の現状と将来を考察す
る。 
まず、保護的措置の現状評価として、①研究報告に示された家庭裁判所の自己評価によ
れば、「叱責」、「説得」、「訓戒」の見直しと、新たな保護的措置の開拓が今後の課題である
とされている点を紹介したうえで、著者は、例えば「誓約書の徴取」は最も簡便であるか
ら用いられているが、その有効性は副次的であるとする。②反省文の持参、誓約書の徴取、
警告・叱責・訓戒、権威的機能という保護的措置について検討し、これらの研究報告には
保護的措置と適正手続の保障との関連についての視点が欠けていると論じる。 
次いで、将来の課題として、①保護的措置のあり方との関連における保護処分の枠組み
の見直し、②保護的措置と全件送致主義との関連性の検討、③社会資源活用型保護的措置
と関連して家裁の機能は何かを再考すること、を指摘する 
 
第Ⅲ部 少年法における適正手続の保障 
  適正手続と保護主義およびケースワークとの関係をいかに考えるかが、少年手続におけ
る適正手続について考える上での本質的な問題であるとの問題意識のもとに、著者は、少
年手続における適正手続保障の意味とそのための制度について考察する。 
 
第一章 少年法における適正手続の保障――黙秘権の告知をめぐって 
犯罪少年についてはもちろん、触法少年とぐ犯少年についても、また審判段階および調 
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査段階の両方において、すべての少年は黙秘権を有する、そして,少なくとも審判段階につ
いては、すべての少年に黙秘権の告知を義務づける規定を少年法にも設けるべきである、
と著者は言う。しかし、その規定は,刑訴法の規定の直接移入ではなく、少年手続の特質を
十分踏まえた内容のものである必要があるとし、その際、「審判は ,懇切を旨として、和や
かに行う」とする少年法 22 条 1 項の趣旨が参考となると指摘する。 
他方、調査段階については、黙秘権の告知を義務づける規定を少年法に置くまでの必要
はない、と著者は考える。少年法 9 条の趣旨を、家裁調査官と少年との関係性という角度
から洗い直すことが必要であり、何よりも大切なことは、家裁調査官が実際の面接場面の
なかで、少年との関係をいかに築きながら黙秘権の意味をいかに少年に伝えていくかの経
験が蓄積されることと、それを踏まえた家裁調査官による、ケースワークないし保護主義
と適正手続との関係に関する調査研究が積み重ねられ、その成果が実務に還元されていく
ことであるとする。 
また、社会記録の取扱いに関し、これを犯罪事実認定の証拠としてはならない旨の証拠
制限規定を設けるべきであり、その必要性は、2000 年に検察官が審判に関与しうるように
なった現在,いっそう大きくなった、と著者は主張する。 
最後に、著者は、少年法における適正手続とは、適正手続のエッセンスといわれる「告
知と聴聞」の上に立った「説明と聴聞」、すなわち「分かりやすい説明」と「少年の言い分
をよく聴くという姿勢」を内容とし、これによって少年が参加できるようにするためのも
のではないか、と結論付ける。 
 
第二章 少年審判における余罪の取り扱い 
著者は、名古屋家裁岡崎支部 1995(平成 7)年 3 月 8 日決定を取り上げ、当決定が長期間
の多数回に及ぶ暴行・恐喝等の余罪を考慮して少年の非行性および要保護性を判断してい
る点で、その当否が問題であると指摘する。 
① 行為と処分との比例原則のない少年審判においては、「処遇が決定的に異なる」かど 
うかの見分けのつかないケースは少なくないこと、 
② 裁判官が事前に一件記録に目を通して審判に臨んでいる少年審判においては、告知
と聴聞の機会が与えられないまま余罪について心証が形成されるおそれは刑事裁判
にも増して強く、認定を誤る危険があること、 
③ もしも曖昧な資料に基づいて要保護性を判断することになれば少年の健全育成とい 
う目的にも背くことになること、 
④ 余罪には一事不再理効は及ばず、少年が一度評価された余罪により将来再び家裁の 
 審判にかけられたり、成人後に起訴されたりする可能性があり、憲法 39 条後段の趣 
旨からみて問題を生ずるおそれがあること 
これらの点を考えると、少年審判における余罪考慮には慎重さが求められると述べた上 
で、著者は、具体的に以下のことを指摘する。 
第一に、余罪のある場合には、各余罪の内容をわかりやすく少年に示し、少年の意見を
聴くことがまず徹底される必要があり、かかる告知と聴聞を経ない余罪考慮は適正手続違
反となる。 
第二に、各余罪につき合理的疑いを超える心証が必要であり、それに至らない余罪は要
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保護性判断の資料とすることはできない。 
第三に、実質上審判の対象とした余罪については、その旨決定書に記載した上、少年法
46 条 1 項の「審判を経た事件」に当たるという扱いをすべきである。 
 
第三章 少年審判と抗告 
最高裁 1985(昭和 60)年 5 月 14 日第三小法廷決定は、「少年法 23 条 2 項による保護処分
に付さない決定に対しては、たとえそれが非行事実の認定を明示したものであっても抗告
を許されず、このように解しても憲法 31 条・32 条に違反するものでない」として、最高
裁大法廷判例(昭和 23 年 3 月 10 日判決)を引用したものであるが、学説も正面から抗告を
認める積極説は見当たらない。 
こうした消極説の論拠としては、①法 32 条の文言形式、②不処分決定の利益性、③刑
事手続における免訴・公訴棄却等の裁判に対し上訴が認められていないこと、④少年審判
規則 55 条のような準用規定の不存在等が考えられる。 
しかし、著者は、このような解釈には疑問があり、非行事実を認定した上での不処分決
定は、非行事実を争いたい少年にとっては不当な保護処分決定を受けた場合と実質を同じ
くするから、これに対しては法 32 条を類推適用して抗告を認めるべきであると主張する。 
 第Ⅳ部 法改正をめぐる動き 
ここで、著者は、児童福祉法改正(1997 年)、少年法改正(2000 年)、少年法改正案(2005 年)を
取り上げ、これらを少年法制をめぐる大きな潮流の中で検討している。 
第１章では、児童福祉法等の一部を改正する法律（1998 年施行）によってなされた教護院に
関する改正について検討する。教護院は児童自立支援施設と名称を変更し、児童の自立支援を
処遇目標に掲げることになった。また、その対象児童も「不良行為をなし、又はなす虞のある
児童」だけでなく、「家庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を要する児童」にまで
拡げられた。だが、教護院の対象児童拡大によって、教護院と養護施設との境界線が不明瞭に
なる虞が出てきた、と著者は言う。教護院が情緒障害児など非行と無関係の児童をも対象とす
るようになると、家庭の暮らしに恵まれず非行に走った子ども達の回復を「家庭的な暮らしを
通じて自立を促し見守っていく」という、非行処遇機関としての教護院の専門機能が薄らぐこ
とになるからである。また、教護院へ学校教育を導入する改正についても論じている。 
著者は、これらの改正点が「司法は司法として、福祉は福祉として、それぞれ異なったもの
として両極に分離していく」傾向を示していると分析する。前記改正によって、教護院が非行
問題から撤退する傾向を助長することになり、司法（少年法）と福祉（児童福祉法）との間に「境
界線が引かれようとしている」と言うのである。非行が児童福祉の領域ではないとすれば、触
法少年は児童相談所ではなく家庭裁判所の対象となり、処遇機関も教護院ではなく少年院だと
いうことになる。そこで、著者は、「少年法は、ぐ犯少年を切り離してその対象を縮小し、し
かし触法少年を取り込んでその対象を拡大し、…刑法の特別法的性質を強め」て行くのではな
いか、と危惧する。 
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 第２章では、少年審判と成人の刑事手続との相違が論じられる。まず、少年審判と成人の刑
事手続との違いを指摘する。少年は暗示にかかりやすく取調べに迎合して虚偽の供述をする傾
向があるから、少年審判においては裁判官と少年との間に対話が成立しなければならない。こ
のような少年審判の特徴を踏まえるならば、「少年審判において職権主義がうまく機能するた
めには、それが保護主義によって十分支えられていることが必要である」と述べ、少年審判に
おける検察官関与の問題について論じる。最高裁および法務省の改正案は、少年審判に検察官
の関与を認め、その場合に弁護士の付添人を必要的として、検察官に抗告権を認めるものであ
る。著者は、「少年の意見表明権を実質的に保障するには、受容的で、しかも何時でも意見が
言える環境を用意してゆくことが必要」だと主張する。 
著者によれば、少年審判における少年の当事者性の保障もまた、「少年が手続のなかで意見
表明でき、自己を語ること、これを可能にすること」に求められる。したがって、「対審構造
の手続のなかで大人が代理戦争を繰り広げ、少年は状況もわからぬまま沈黙する…ような状況
は、少年の当事者性を保障するものではない」というのが著者の結論である。 
 第３章において、著者は 2004 年に発せられた諮問 72 号とこれに対する答申（以下、「諮問・
答申」と略す）を論じる。わが国の少年法制は、児童福祉と少年司法との二元的構造を形成し、
それぞれが対等な関係を保ちつつ特色を出して制度全体が機能するよう、協業・分業関係がつ
くられている。ところが、近年、「非行問題についての司法一元主義への移行」が進みつつあ
るが、このような「司法一元主義への移行」こそが諮問・答申の問題点だ、と著者は言う。「少
年を大人に育てる」のが少年院の教育であり、「少年を子どもに還し、子ども期を保障する」
のが児童自立支援施設の教育だ、と著者は言う。そして、「両者を同一線上の上下優劣の関係
で捉え」、何らの証明もせずに少年院の処遇の方が効果的だと断定する諮問などの議論を批判
する。 
 著者は、さらに少年院収容年齢の下限撤廃につき、児童自立支援施設のほかに少年院送致が
加わるから選択肢が広がり個別処遇に資するという見解、あるいはとくに医療少年院への入院
措置を想定した議論について、手厳しく批判する。著者は、わが国の少年法制が児童福祉と少
年司法との協調的二元主義に立つと解する。そして、諮問および答申の提案に従うならば、「児
童福祉と少年司法がアプローチは異なるけれども対等な関係にたつ協調的二元主義から、片方
がへこんだ二元主義を経て、司法一元主義への移行がすすむのではないかという懸念」を表明
する。そして、最後に、児童福祉や少年司法にかかせない「人」の専門性が失われていると批
判する。児童相談所には専門性が要求されるが、「一部には…専門性を無視した人事が行われ
ていたり、研修システムが備わっていなかったりする」。「非行問題からの福祉の後退も、こ
のような人事のつけが溜まってきた問題という面が大きい。現在の人事体制と研修システムに
メスが入れられない限り、児童福祉の今後の発展はない」、と。 
 
第Ⅴ部 少年法制の展望 
第一章「修復的少年司法の可能性」は、わが国の少年司法の現状を、アメリカにおける
バランスト・アプローチおよび修復的司法の提案のもとに捉えなおし、将来の方途を探る
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ものである。 
著者は、バランスト・アプローチや修復的司法、また均衡・修復的司法モデルを提唱し
た OJJDP 報告書の「責任」「能力の伸長」「地域社会の保護」を紹介し、さらには修復的
司法と抗争処理モデルとの異同について検討を加えたのちに、バランスト・アプローチや
修復的司法の提案に対する疑問点として、以下の点を指摘する。すなわち、 
第一に、わが国の少年司法におけるこれまでの取り組みは、均衡・修復的司法モデルに
おける「個別的処遇」の範疇で捉えきれるものではないこと 
第二に、わが国の少年司法は、少年の立ち直りによる社会の安全の確保を目指してきた
こと 
第三に、バランスト・アプローチと修復的司法の関連は必ずしも明確ではないこと 
第四に、修復的司法モデルにおける少年の修復には、少年自身の傷の回復が視野に入れ
られていないし、修復的司法が出発点とする少年による責任の自覚は、少年の自己回復の
結果生まれてくると考える必要があること 
等である。 
しかし、著者は、均衡・修復的司法モデルに照らして見直すべきわが国の少年司法の課
題として、被害者問題への取り組みと少年司法手続への加害者、被害者、および地域社会
の参加を指摘し、「バランスト・アプローチおよび修復的司法の提案を、パラダイムの転換
としてではなく、発展の延長線上として位置づけ、その提案のいくつかを汲み取りつつ発
展していくべきである」と締めくくる。 
 
第二章「改正少年法と修復的司法」では、修復的司法の観点から、2000 年改正少年法の
内容を検討するとともに、将来の少年法制のあり方が模索される。 
その中で、著者は、「被害者の求めていること」には、①加害少年とその親への謝罪要
求、②「真実を知りたい」という要求、③被害者の側から「真実を明らかにしたい」ある
いは「真実を伝えたい」という要求、④二度とこうした事件を起こして欲しくないという
思いがあり、厳罰要求だけが被害者感情を埋め尽くしているわけではないと指摘する。 
次いで、2000 年の改正少年法については、被害者の視点が気づかれ始めたことの意味を
尊重するとした上で、近い将来の課題としては、少年法とは別に被害者保護の総合的立法
という方向を目指すべきであること、改正少年法における被害者への配慮と修復的司法と
は本質的に異なることを強調する一方で、改正少年法における個々の被害者配慮規定につ
いて、次の点を指摘する。 
(1)記録の閲覧・謄写は、「事件の内容」を知りたいということそのものにある被害者の
要求に真正面から応えるものではない。また、被害者や遺族がいっそう憤りを募らせたり
傷ついたりしないよう、被害者が供述調書を読む際には、被害者に付添人を付け、調書の
法的性格について説明を受けたり、記述内容について尋ねたりできるようにするという配
慮が必要である。 
(2)意見の聴取は、被害者が常に審判廷で少年を前にして意見を述べることを想定してい
るわけではないので、被害者と少年とが向き合うという意味における直接性を、少年への
影響をも含め、どのように考えればよいかという課題は残されている。 
(3)通知制度の対象はごく限られており、はたして被害者の「知りたい」という要求やそ
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の心情に十分応えるものであるかは疑問である。 
(4)逆送制度が拡大されたが、刑事裁判所において認定される事実は、被害者の知りたい
事実では必ずしもない。これに対して、修復的司法は、被害者にとって意味ある「事実」
について、被害者が加害者に直接質問することのできる機会を提供する。 
最後に、著者は、本章のまとめとして、①修復的司法の意義は、対話という価値と方法、
及び市民ベースの取り組みにあること、②修復的司法は、少年司法に代替するものではな
く、少年司法とは独立に行われ、結果としてそれを補充する性格のものであること、③修
復的司法がうまく機能するために必要なのは、被害者・加害者双方の参加の任意性が最大
限に尊重されること、訓練をうけたファシリテーターの存在、そして被害者を支える仕組
みである、と述べる。 
 
第三章「少年司法に対する人々の信頼」では、「少年法はなぜ改正されたのだろう」と
いう問いに対する仮説的回答として「少年司法に対する人々の信頼」を挙げる。 
少年法改正論議の中では、少年司法に対する国民的信頼という言葉が繰り返し登場する
こと、また英米でも「少年司法に対する人々の信頼」が問題となっているが、人々が直接
裁判所に触れつつ、法制度の仕組みや裁判所における法の運用について「知る」ことが司
法制度や裁判所に対する人々の信頼を高めるという調査結果があることを指摘した上で、
結論として、少年法に対する人々の信頼を高めるためには、厳罰化や審判の公開よりはむ
しろ、審判への市民参加を構想していくのが適切であり、家裁の少年審判への参審制の導
入を提案する。 
 
二 本論文の評価 
 上述したとおり、本論文では、第Ⅰ部から第Ⅴ部まで少年法制の多岐にわたる諸問題を
論述している。そこで、本論文を評価するに当たっても、まずは個別的評価を行った後、 
総体的評価を論じることにする。 
  
（１）個別的評価 
【第Ⅰ部について】 
ここでは、「少年法における教育的働きかけを、少年法において固有のものとしてでは
なく、一般的な意味における教育とつながりをもつものとして理解する」という指摘、さ
らには「少年法における『健全育成』は憲法 26 条の『教育を受ける権利』に基礎を置く
ものとして、そこに権利主体としての少年をとらえて」いこうとする指摘は、極めて示唆
に富む。 
少年法第１条の「健全育成」理念は少年法固有のものではなく、教育基本法の理念でも
あり（教育基本法の前文および第 1 条参照）、また児童福祉法の理念でもある（児童福祉
法第 1 条、第 2 条参照）。著者が指摘するとおり、「健全育成」は一般的な意味における「教
育」や「福祉」に通底する理念であると言える。そして、「健全育成」を憲法第 26 条の｢教
育を受ける権利｣、さらには（著者は触れていないが）憲法第 25 条の「生存権」に連結さ
せる著者の発想は、少年を「権利の主体」として捉えるという視点を提供する意味で、極
めて重要であると考える。 
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しかしながら、「健全育成」には、もうひとつの別な側面があることを見失ってはなら
ない。それは、少年を｢社会化｣し、「社会統合化」する社会統制の側面である。この側面か
らは、少年を「社会統制の客体」をして捉える視点も必要になろう。一方で少年の「個人
の福祉ないし利益」、他方で統制を行う「社会の側の利益」、これらの相対立する利益の調
整を図る試みとして少年法や児童福祉法を捉えつつ、両者の相違点を分析するという多元
的・重層的考察が望まれる。 
 
【第Ⅱ部について】 
ここでは、多くの調査報告書を参考にしつつ「軽微な」非行への対応の諸問題の分析を
行った後、結論として、著者は、①少年の問題行動の中身を吟味し、リーガル・モラリズ
ムによる介入・干渉を排除し、少年自身の成長発達を保障するための干渉・介入のあり方
を検討すること、②ぐ犯の構成要件、少年法の基本概念・原則の再確認をすること、③少
年の「軽微な」非行や問題行動に対する支援的取り組みのための具体的なプランを用意す
ることが必要であると論じている。これらの提言は、大いに示唆に富むものである。 
ただ残念なことに、例えば第二章にみられるように、調査報告のアンケート対象者が僅
か２名であり、警察や家裁を代表する意見とするには適正な数とは言えない。また米国ウ
ィスコンシン州デイン・カウンティの新しい試みの紹介も、普遍化するには狭きに失する
と思われる。客観的な評価をするには、量的にも質的にもより吟味されたリサーチを基盤
としてほしいところである。 
 
【第Ⅲ部について】 
適正手続と保護主義・ケースワークとの関係をいかに考えるかは、少年手続における適
正手続について考える上で本質的な問題であるという問題意識は相当であり、第一章にお
いて少年法における適正手続の意味について黙秘権の告知という論点からアプローチした
点も的を得ている。 
第Ⅲ部での中心的テーマを扱う第一章では、犯罪少年・触法少年・ぐ犯少年の全分野で、 
審判・調査段階を問わず黙秘権は保障されるとしつつ、黙秘権の告知に関しては、異なっ
た取り扱いを提唱する。審判段階では全少年についてこれを義務付けるべきであるとしつ
つ、その規定の仕方は刑訴法の規定の直接移入ではなく、少年法 22 条等を初めとする少
年手続の特質を踏まえた内容のものにする必要があるとの指摘は評価できる。 
難しいのは、調査段階である。著者は、この段階では黙秘権の告知を義務付ける規定を
少年法に置くまでの必要はないとしつつ、少年法における適正手続のエッセンスである「告
知と聴聞」の上に立った「説明と聴聞」すなわち「分かりやすい説明」と「少年の言い分
をよく聴くという姿勢」を内容としたものにするために、調査の指針について規定する少
年法 9 条の趣旨を調査官と少年との関係性という角度から洗い直すことが必要であるとす
る。また、何よりも調査官が実際の面接場面のなかで、少年との関係を築きながら黙秘権
の意味をいかに少年に伝えていくかの経験が積み重ねられ、ケースワーク・保護主義と適
正手続との関係に関する調査官による調査研究の積み重ねが実務に還元されていくことで
あると指摘する。この指摘はそのとおりであるとしても、調査官の実務運用と調査研究に
対しもう少し具体的な提言がほしいところである。なお、社会記録の取扱いに関しては、
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著者のように一律に犯罪事実の認定に使用することを禁止すべきであるとする考え方と、
一定の要件の下に使用可能な途を残しておくべきだとする考え方もありえよう。 
第二章の少年審判における余罪の考慮には慎重さが求められるとし、具体的に各余罪に
つきその内容を少年に分かりやすく示し少年の意見を聴くという告知と聴聞の手続をとる
こと、各余罪につき合理的疑いを超える心証が必要であること、審判の対象とした余罪は
手続上「審判を経た事件」として取り扱うべきこと、調査官報告による審判立件も検討す
ること等の指摘は、妥当であり、評価できる。 
第三章の不処分決定に関する抗告の拒否に関する著者の見解は、消極説に立つ判例及び
これを支持する通説の見解に抗して、積極説に立とうとする著者の意気込みは多としよう。
問題はその論拠であって、著者の言うように、非行事実を争いたい少年にとっては不当な
保護処分決定を受けた場合と実質を同じくするというだけでは、説得力を欠くと思われる。
無実を主張して不処分決定を争うことについての意義を、検察官の起訴猶予を理由とする
不起訴処分に対して無実を主張して争うことの意義と対比させるなどしながら、もう少し
突っ込んで探求してみる必要があろう。  
【第Ⅳ部について】  
法改正に関する著者の分析は、詳細であり、かつ適切なものと評価できる。ただ、刑事訴訟
法に関する記述において、たとえば職権主義と当事者主義の理解の仕方が些か独断的であるこ
とや、憲法 37 条１項の「公平な裁判所」の保障に関する記述に正確さを欠く点があるなど、
疑問のあるところが見られる。 
 
【第Ⅴ部について】 
第一に、被害者問題だけでなく「少年司法に対する人々の信頼」が、少年法の直面する
大きな問題であると指摘した点、第二に、「修復的司法モデルにおける少年の修復には、少
年自身の傷の回復ということが視野に入れられていない」こと、および「責任の自覚は、
少年の自己回復の結果生まれてくると考える必要がある」と指摘した点、第三に、「わが国
の少年司法は、バランスト・アプローチおよび修復的司法の提案を、パラダイムの転換と
してではなく、発展の延長線上として位置づけ、その提案のいくつかを汲み取りつつ発展
していくべきである」と提案した点などに、少年司法に対する著者の洞察の深さが窺え、
評価できる。 
しかし、被害者が犯罪(触法)行為を誘発したような、被害者の有責性が問題になる事案
において、当該被害者に修復や審判立会い「権」を認めるのかが示されていないなど、若
干の疑問がないわけではない。 
 
（２）総体的評価 
博士学位審査請求論文として提出された本著は、「収録論文初出一覧」にあるとおり、
著者が長年にわたって研究を重ねてきた少年法制に関する諸論稿を取りまとめたものであ
る。個別的評価で述べたように、各論文には優れた点が数多く認められる。しかし、それ
ぞれの論文は必ずしも全体的構想の下に有機的に関連付けられて作成されたものではない
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だけに、残念ながら、全体としてのまとまりを欠いているという印象を否めない。 
こうした形式面とは別に、内容面に関して言えば、本論文のライトモチーフとされる「少
年法制における『司法』と『福祉』の融合」という点について若干のことを付しておかな
ければならない。 
少年法には「司法的機能」と「福祉的機能」があることは既に多くの論者が指摘してき
たところであり、既に学界の常識とも言えよう。著者は、こうしたこれまでの学問的業績
を継承しつつ、両機能を一層明確に分析した上で、一方で、司法的機能における「適正手
続保障を中心とした人権保障機能（消極的な司法機能）」と「社会防衛機能（積極的な司法
機能）」との対立、他方で、福祉的機能における「少年を発達の権利主体と位置づけた教育
的機能」と「社会組み込みとしての犯罪的危険性の除去」との対立を指摘する。 
これは極めて興味深い指摘である。しかし、それだけに、この対立座標軸の内容に関す
る詳細な説明や、さらにはこの対立座標軸の設定自体の当否についての説得力ある論証が
十分になされていない点が惜しまれる。 
 
（３）結論  
以上に述べたように、本論文については疑問点がないわけではない。しかし、その多く
は将来の研究課題であり、そのことによって本論文の評価が大きく揺らぐわけではない。
とりわけ司法的機能と福祉的機能との錯綜した対立座標軸の指摘は、少年法研究に新たな
論争点を提供したことは確かであり、その意味での学問的功績は極めて大きいと言わなけ
ればならない。 
よって、本論文の提出者は法学博士（早稲田大学）の学位と受けるに値するものである
ことを認める。 
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